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【基本事項】

125

会計

10 款 4 項

2 目 1 細目

5 章

2 節

1 項

【事業目的】

【事業内容】

【事業コスト】

単位

千円

日

日

千円

千円

千円

千円

千円

千円

コストの
増減理由

　中央講座の講師謝礼・通信費等のみ公費負担とし、自主運営講座の趣味講座等
は自己負担で行っている。

一般財源 50 40 69 30 97

その他財源

地方債

50 40 69 30 97

財
源

特
財

国・県補助金

その他

97

人
件
費

主担当職員

その他職員
費
用

   事業費合計 50 40 69 30

費用合計

区　分 Ｈ20決算 Ｈ21決算 Ｈ22決算 Ｈ23決算 Ｈ24決算

意　図
（事業の狙い）

　高齢者が楽しく生きがいのある日常生活を過ごし、｢美しく老いる｣高齢者をめざす。また
個人の趣味だけでなく、地域に貢献し認められることで、生きがいを感じられるようにする。

見直しの履歴

実施内容
　中央講座（教育課による｢教養講座｣2回）のほかに、自主運営による趣味講座を
開催する。　　参加者　２３年度６７名　２４年度５７名

生涯教育推進事業費

総合計画の
位置づけ

(後期基本計画)

心豊かな人と文化を育むまちづくり

生涯学習の充実

豊な明日を築く生涯学習の充実

対　象
（誰、何を）

　60歳以上の高齢者を対象にした趣味・教養講座

根拠法令 町条例・要綱等

予算
科目

一般

科目
教育費 社会教育費

生涯教育推進費

担当課 教育課 担当名 生涯学習・スポーツ担当

事業期間 □単年度　■単年度繰返（昭和　年度開始）　□期間限定（　　　年度～Ｈ　　年度）
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【項目別評価】（Ａ高～Ｄ低）

B A B

✓�

✔�

ランク

【外部評価と評価委員意見】

✔�

　　縮小 ← 成果 → 拡大

外部評価 外部評価委員意見

B   社会環境の背景に鑑み将来的にも必要な事業であり、会員拡大に向けた広報等の
PRを強化すると共に、他団体との連携した事業も必要である。

町民・議会等の
要望・時期等

今後の方向性 □廃止　□休止　□終了　□統合　□継続　■一部見直し　→ 見直しの方向性

改善計画

　今後は趣味講座のメニュー改善等、活動内容の見直しが
必要である。アンケート調査や聞き込みを行い、ニーズに
合った講座を運営委員会と連携して検討する。また、老人ク
ラブやいきいきサロンなどの地域団体とも連携を図っていく。

減
↑

費
用
↓

増

　高齢化社会の中で生きがい作り
の場として必要である。新規加入
が減っていることから、対象者への
聞き込みを行い、運営委員会と連
携してメニューの見直しを図る。

　自主運営講座は自己負担であ
る。教養講座と通信費のみ公費
負担を行っていることから、削減
の余地はない。

　高齢者の生きがい作りは必要で
あるが、新規加入者が少なく会員
数が減少している。高齢者教育の
重要性を広報等でＰＲしていく。

Ａ:計画どおり事業推進が適当　　　　Ｂ:事業の進め方に改善が必要
Ｃ:事業規模、内容等の見直しが必要　Ｄ:事業の統合、休・廃止が必要

総合評価

　高齢者教育が重要視されている中で、高齢者が楽しく生きがいのある日
常生活を送るためにも必要である。しかし、老人クラブやいきいきサロンなど
の地域団体の増加や、退職後も仕事をする高齢者が増えていることから、
充実した生活をしている可能性がある。

B

民間と競合している
町民負担を見直す余地が
ある

継続実施しても成果向上の
余地がない

理由 理由 理由

住民ニーズが低下、または
サービス過剰

従事人数を節減する余地
がある

対象を見直す余地がある

国・県事業と重複 事務改善の余地がある
成果向上のために事業内容
を見直す余地がある

妥当性
（行うことは適当か）

効率性
(削減余地がないか)

有効性
(成果が向上しているか)

当初の目的を達成している
事業費を節減する余地が
ある

上位施策にあまり貢献して
いない


